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平成２１年度９月補正予算の概要 
 

１ 予算規模等 

 今回の補正予算は、介護基盤緊急整備事業等の公共事業をはじめ、コミュニティ施設整備事業、障

害者支援施設整備事業等の単独事業のほか、子育て応援特別手当費、家庭ごみふれあい収集事業費等

の施策費及び経常経費について措置している。 

この結果一般会計では補正額１４億６，８０７万１千円の増、補正後の予算総額は歳入歳出それぞ

れ４３７億９，６７０万円となり、対前年度同期比は、１９億７，７６０万３千円、４．７％の増と

なっている。 

また、特別会計では、 

（１）国民健康保険事業特別会計が、補正額７，１６０万２千円の減、補正後の予算総額は、歳入歳

出それぞれ１２８億１，７２８万６千円となり、対前年度同期比は、２億７，７０９万６千円、

２．２％の増、 

（２）老人保健事業特別会計が、補正額２，５３３万４千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳出そ

れぞれ１億７５万２千円となり、対前年度同期比は１１億９，２０７万８千円、９２．２％の減、 

（３）介護保険事業特別会計が、補正額１億６，９６１万９千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳

出それぞれ１０３億４，０１０万１千円となり、対前年度同期比は、６億６，１６６万１千円、

６．８％の増となっている。 

一般会計、特別会計合わせた補正額は、１５億９，１４２万２千円の増、補正後の予算総額は、歳

入歳出それぞれ７７７億２，８９１万２千円となり、対前年度同期比は、３５億１，３９６万２千円、

４．７％の増となっている。 

２ 一般会計補正予算の主な事業 

（１） 公共事業 

介護基盤緊急整備事業（福祉部 介護福祉課） （新規）（国の経済対策関連） 

１ 事業目的 

新居浜市高齢者福祉計画２００９に基づき、老人福祉施設の整備を促進し、介護サービスの

基盤充実に努める。 

２ 補正の内容  補助金の追加 

                              （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

 ０  １８４，１３１  １８４，１３１  

財源内訳 
国 

県 

０ 

０ 

１８，５３１ 

１６５，６００ 

１８，５３１ 

１６５，６００ 

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金、介護基盤緊急整備等臨時特例交付金、介護職員処

遇改善等臨時特例交付金を活用し、地域密着型サービスの整備を進める。 

（１）補助金   １８４，１３１千円 

    認知症高齢者グループホームスプリンクラー整備補助金 ３か所 

認知症高齢者グループホーム施設整備補助金      ４か所 

認知症高齢者グループホーム施設開設準備経費補助金  ４か所 

小規模特別養護老人ホーム施設開設準備経費補助金   １か所 

３ 補正に係る財源内訳 

（１） 国 100%   18,531千円（地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金） 

（２） 県 100% 165,600千円（介護基盤緊急整備等臨時特例交付金、介護職員処遇改善等臨時特例交付金） 
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美しい森林づくり基盤整備事業（経済部 農林水産課） （新規）（国の経済対策関連） 

１ 事業目的 

地球温暖化防止をはじめとする森林の多面的機能の維持増進に資する森林整備の確保を

目的として、いしづち森林組合が管理する林道のうち、特に路面が脆弱で損傷が著しいな

ど、林道としての機能効果が薄れている路線の改良を行い、森林整備の推進及び林業経営

の安定化を図る。 

２ 補正の内容  補助金、事務費の追加 

                              （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

 ０  １１４，０００  １１４，０００  

財源内訳 
国 

市債 

０ 

０ 

１０８，３００ 

５，７００ 

１０８，３００ 

５，７００ 

 「美しい森林づくり基盤整備交付金事業」及び「地域活性化・公共投資臨時交付金」を活用し

森林整備の推進を図るため、林業の活性化に必要な林道の整備を行う。 

（１）補助金     １０９，７６２千円 

  舗装等路面改良工外  大野山小又線外6路線 

    （２）事務費一式     ４，２３８千円 

 ３ 補正に係る財源内訳 

（１）国 95%  108,300千円（美しい森林づくり基盤整備交付金 114,000×1/2） 

               （地域活性化・公共投資臨時交付金（114,000-57,000）×9/10） 

（２）市債     5,700千円 

 

公共事業は、これらの事業で２９８，１３１千円の増となっています。 

 

（２） 単独事業 

障害者支援施設整備事業（福祉部 福祉課） （新規） 

１ 事業目的 

社会福祉法人が国庫補助事業を活用し、整備する障害者施設整備について国庫補助内示があ

ったため、新居浜市障害者支援施設整備費補助金交付要綱に基づき助成する。 

２ 補正の内容  補助金の追加 

                              （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

 ０  ７１，１８６  ７１，１８６  

財源内訳 一財 ０ ７１，１８６ ７１，１８６ 

まさき育成園の建替え補助について６月に国庫補助内示が得られたため協調補助を行う。 

（１）補助金   ７１，１８６千円 

    国庫補助基本額×１/３×２/３ 

 

コミュニティ施設整備事業（市民部 市民活動推進課） （拡充） 

１ 事業目的 

地域のコミュニティ活動、自主防災機能等の拠点となる施設を整備し、地域住民の自主活動

のより一層の活性化を図るため、自治会館の新築、建替え事業を計画的に推進する。 
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２ 補正の内容  補助金の追加 

                              （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

 ４９，４１２  ９，０００  ５８，４１２  

財源内訳 

寄附金 

諸収入 

一財 

２６，４１２ 

１５，０００ 

８，０００ 

０ 

０ 

９，０００ 

２６，４１２ 

１５，０００ 

１７，０００ 

市独自の建設（工事費用）補助を行うことで、自治会館の新築、建替え整備を促進する。 

（１）補助金     ９，０００千円 

 

清掃センター施設整備事業（環境部 環境施設課）  

１ 事業目的 

清掃センター施設を適切に維持管理することにより、適正かつ安定的なごみ処理を行う。 

２ 補正の内容  工事費の追加 

                              （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

 １６１，３１５  ５２，１１０  ２１３，４２５  

財源内訳 一財 １６１，３１５ ５２，１１０ ２１３，４２５ 

２号焼却炉・自家発電用ボイラーの水管を覆う耐火物は剥離が急激に進行しており、水管が破

損する恐れがあるため、早急に耐火物の打ち替え工事を行う。 

（１）工事費   ５２，１１０千円  耐火物打ち替え工事（1基分）一式 

単独事業は、これらの事業で１３２，２９６千円の増となっています。 

 

（３）施策費 

障害者自立支援特別対策事業費（福祉部 福祉課） （国の経済対策関連） 

１ 事業目的 

障害者自立支援法施行に伴う激変緩和や新法への移行促進に対応する措置として、障害者自

立支援対策臨時特例交付金を活用し、特別対策事業を実施する。 

２ 補正の内容  委託料、扶助費の追加 

                              （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

 ０  ２４，１００  ２４，１００  

財源内訳 
県 

一財 

０ 

０ 

１８，１７８ 

５，９２２ 

１８，１７８ 

５，９２２ 

緊急経済・雇用対策の一環として、国において基金の延長及び積み増しが行われ、新規メニュ

ーを加え平成２３年度まで継続されるため、通所サービス利用促進事業等を実施する。 

（１）委託料           ４２０千円 

自立支援給付支払システムの改修委託料 

（２）扶助費        ２３，６８０千円 

通所サービス利用促進事業 15,909千円 

新事業移行促進事業      66千円 

事務処理安定化支援事業   7,705千円 

３ 補正に係る財源内訳 

（１）県  10/10、3/4  18,178千円 

（２）一財         5,922千円 
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子育て応援特別手当費（福祉部 児童福祉課） （国の経済対策関連） 

１ 事業目的 

子育て応援特別手当の支給を行い、子育てに対する負担を軽減する。 

 

２ 補正の内容  補助金、事務費の追加 

                              （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

 ０  １２８，２１４  １２８，２１４  

財源内訳 国 ０ １２８，２１４ １２８，２１４ 

平成21年10月1日を基準日とし小学校就学前 3年間の子を対象として子育て応援特別手当を

支給する。 

（１）補助金    １２２，０４０千円  ＠36,000円×3,390人 

（２）事務費一式    ６，１７４千円 

 

３ 補正に係る財源内訳 

（１） 国 100%   128,214千円（子育て応援特別手当） 

 

 

健康増進対策費（福祉部 保健センター） （拡充）（国の経済対策関連） 

１ 事業目的 

女性特有のがん検診（子宮頸がん・乳がん）における受診促進とともに、がんの早期発見と

正しい健康意識の普及及び啓発を図り、健康保持及び増進を図る。 

２ 補正の内容  委託料、補助金、事務費等の追加 

                              （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

 ４２，０２６  ２３，６９８  ６５，７２４  

財源内訳 

国 

県 

諸収入 

一財 

０ 

１，５２８ 

３，３８４ 

３７，１１４ 

２１，４２７ 

０ 

０ 

２，２７１ 

２１，４２７ 

１，５２８ 

３，３８４ 

３９，３８５ 

女性特有のがん検診（子宮頸がん検診・乳がん検診）の受診の促進を図る。 

（１）委託料     ２２，５９６千円 

    子宮頸がん検診、乳がん検診等委託 

（２）補助金        ２１１千円 

    子宮頸がん検診、乳がん検診償還払い分 

（３）事務費等一式     ８９１千円 

３ 補正に係る財源内訳 

（１）国  100% 21,427千円 

（２）一財       2,271千円 
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消費生活改善対策費（市民部 広報相談課） （新規）（国の経済対策関連） 

１ 事業目的 

国においては、消費者・生活者重視の政策に転換を図るため、平成２１年度から平成２３年

度の３年間を地方自治体の消費者行政集中育成・強化期間として、国の地方消費者行政活性化

交付金を活用し、各県で消費者行政活性化基金を造成し、市町村に交付する。複雑多様化する

消費者問題に対応するため、消費生活相談の充実を図り、消費者の視点に立った、消費者行政

を行う。 

２ 補正の内容  報償費、旅費、需用費等の追加 

                              （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

 ４，４８１  ４，１９０  ８，６７１  

財源内訳 
県 

一財 

０ 

４，４８１ 

４，１９０ 

０ 

４，１９０ 

４，４８１ 

「消費者行政活性化オリジナル事業」、「消費生活相談員等レベルアップ事業」、「消費生活セン

ター機能強化事業」、「消費者教育・啓発活性化事業」の実施 

（１）報償費        ２９２千円  多重債務法律無料相談会 弁護士謝礼金 

（２）旅費         １３９千円  国民生活センター研修等の実施 

（３）需用費      １，５３７千円  消耗品費、印刷製本費、施設修繕料 

（４）手数料        ２４２千円  パンフレット市政だより折り込み手数料 

（５）備品購入費    １，９７５千円  相談室の拡充等 

（６）負担金          ５千円  国民生活センター研修受講料 

３ 補正に係る財源内訳 

（１）県 100%   4,190千円 

 

 

特例給付金事業費（市民部 男女共同参画課） （新規） 

１ 事業目的 

ＤＶ被害者等については、配偶者等からの暴力の被害から逃れるため、定額給付金及び子育

て応援特別手当の対象でありながら、給付金及び手当を受け取ることが出来ないため、市の独

自事業で定額給付金及び子育て応援特別手当相当額を特例給付金として給付する。 

２ 補正の内容  役務費、補助金の追加 

                              （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

 ０  ６９０  ６９０  

財源内訳 一財 ０ ６９０ ６９０ 

（１）役務費         ２千円 

    通信運搬費 

（２）補助金       ６８８千円 

    定額給付金及び子育て応援特別手当相当額の特例給付金 
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家庭ごみふれあい収集事業費（環境部 ごみ減量課）  

１ 事業目的 

家庭ごみをごみステーションまで持ち出すことが困難な高齢者又は障害者が属する世帯に対

し、戸別に訪問して家庭ごみの収集を実施することにより、高齢者又は障害者のごみ排出に係

る負担を軽減すると共に、日常生活を支援する。 

２ 補正の内容  委託料の追加 

                              （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

 ３１９  ３，９１９  ４，２３８  

財源内訳 
県 

一財 

０ 

３１９ 

２，１１８ 

１，８０１ 

２，１１８ 

２，１２０ 

要介護認定者又は障害者でごみをごみステーションに搬出することが困難な世帯について、申

請により週1回の収集を実施する。 

（１）委託料      ３，９１９千円 

    家庭ごみふれあい収集委託料 

３ 補正に係る財源内訳 

（１）県  1/2  2,118千円（新ふるさとづくり総合支援事業） 

（２）一財      1,801千円 

 

企業立地促進対策費（経済部 商工労政課）  

１ 事業目的 

企業の新規立地を促進し、既存企業の市内への投資を促すと共に雇用の継続及び拡大を図り、

経済の活性化を図る。 

２ 補正の内容  補助金の追加 

                              （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

 １００，０９３  ２５１，９８８  ３５２，０８１  

財源内訳 一財 １００，０９３ ２５１，９８８ ３５２，０８１ 

本年度の奨励金対象事業の奨励金見込み額が確定したため補助金を追加する。 

（１）補助金    ２５１，９８８千円 

    企業立地促進条例に基づく奨励金 

施策費は、これらの事業で４７２，９９８千円の増となっています。 

 

（４）経常経費 

過年度支出金（総務部 収税課）  

１ 補正の内容  過年度償還金の追加 

                              （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

 ７０，０００  ５６０，０００  ６３０，０００  

財源内訳 一財 ７０，０００ ５６０，０００ ６３０，０００ 

法人市民税については、各企業の決算にもとづく確定申告において、昨年後半に業績が急激に

悪化し、２０年度の納付額を還付しなければならない企業が多数でたため、過年度償還金を追加

する。 

（１）過年度償還金    ５６０，０００千円 

    市税分償還金及び還付加算金 

経常経費は、これらの事業で５６４，６４６千円の増となっています。 
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３ 事業を賄う財源（款別歳入） 

                                   （単位：千円） 

款 補正前の額 今回補正額 補正後 

地方特例交付金 

地方交付税 

使用料及び手数料 

国庫支出金 

県支出金 

繰越金 

諸収入 

市債 

２４３，０００ 

４，０３０，０００ 

８２５，０９９ 

５，６４２，５８１ 

２，３６９，２０６ 

９００，０００ 

１，７７９，１０４ 

４，６０８，８００ 

△４２，３１１ 

９５４，１０６ 

２６２ 

２８８，１１５ 

２０８，４２０ 

５０，７３１ 

３，９４０ 

４，８０８ 

２００，６８９ 

４，９８４，１０６ 

８２５，３６１ 

５，９３０，６９６ 

２，５７７，６２６ 

９５０，７３１ 

１，７８３，０４４ 

４，６１３，６０８ 

計 ４２，３２８，６２９ １，４６８，０７１ ４３，７９６，７００ 

 

４ 特別会計の補正内容 

       （※財源内訳は今回補正に係る財源のみ記載している。） 

（１）国民健康保険事業特別会計                  （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

１２，８８８，８８８  △７１，６０２   １２，８１７，２８６   

財源内訳 

国 

繰入金 

繰越金 

３，２５６，２１１ 

９１１，１７０ 

５５５，３００ 

１０，１７６ 

３８４，１６９ 

△４６５，９４７ 

３，２６６，３８７ 

１，２９５，３３９ 

８９，３５３ 

    平成２０年度事業の精算に伴う償還金の減額及びシステム改修費等 

 

（２）老人保健事業特別会計                 （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

７５，４１８  ２５，３３４   １００，７５２   

財源内訳 繰越金 １ ２５，３３４ ２５，３３５ 

    平成２０年度事業の精算に伴う償還金 

     諸支出金  ２５，３３４千円（老人医療給付費国庫負担金等の過年度償還金） 

 

（３）介護保険事業特別会計                     （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

１０，１７０，４８２  １６９，６１９   １０，３４０，１０１   

財源内訳 繰越金 ０ １６９，６１９ １６９，６１９ 

    平成２０年度事業の精算に伴う償還金及び基金積立金 

諸支出金  １０７，５０５千円（介護給付費国庫負担金等の過年度償還金） 

基金積立金  ６２，１１４千円（介護給付費準備基金積立金） 

 

                                        

 


